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厚生常任委員会委員長報告 

 

今定例会において厚生常任委員会に付託になりました議案 12 件、陳情

１件について、その審査の経過と結果をご報告申し上げます。 

 

はじめに、議案第４号、横手市健康の駅よこてトレーニングセンター

設置条例について、質疑、討論はなく、起立採決の結果、起立全員によ

り、原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

 

次に、議案第 12 号、横手市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事

業の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例については、

「改正に伴う保育施設の指導監査への影響」についての質疑がありまし

た。 

本案について、討論はなく、採決の結果、原案のとおり可決すべきも

のと決定いたしました。 

 

次に、議案第 13 号、横手市廃棄物の処理及び清掃に関する条例の一部

を改正する条例及び議案第 24 号、財産の無償譲渡について（ペットボト

ル等処理センター）の２件については、一括議題にして審査いたしまし

た。 

 議案２件について、いずれも質疑、討論はなく、採決の結果、いずれ

も原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

 

次に、議案第 14 号、横手市空家等の適切な管理に関する条例の一部を

改正する条例及び議案第 15 号、横手市介護保険条例の一部を改正する条

例の２件については、いずれも質疑、討論はなく、採決の結果、いずれ

も原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

 

次に、議案第 28 号、権利の放棄についてから議案第 33 号、権利の放

棄についてまでの６件については、一括議題にして審査いたしました。 

主な質疑と答弁を申し上げますと、「債権回収が必要な人数は両病院で
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どの程度か。また、債権回収はどのような方法で行っているのか」との

質疑に対し、当局より、「過年度未収金は、横手病院が 12 月末で約 1,000

万円、延べ人数で 360 人程度、大森病院は約 980 万円、延べ人数で 75 人

となっている。債権回収については、電話や窓口、郵送での督促、自宅

への訪問徴収などを両病院とも職員２名体制で行っている。なお、支払

いが困難な場合には、分納や親族の方へ負担をお願いするなど、少しで

も納めてもらえるよう努力している」との答弁がありました。 

また、「資力が乏しい方には生活保護の医療扶助の制度もある。制度と

の連携はどのようにされているのか」との質疑に対し、当局より、「受診

したが治療費を払えない方がいたときは、病院で家庭環境を確認し、生

活保護が適当だという場合には福祉事務所と連携しており、しっかり対

応できていると考えている」との答弁がありました。 

このほか、「保証人の設定」や「債権放棄の方法」についての質疑があ

りました。 

議案６件について、いずれも討論はなく、採決の結果、いずれも原案

のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

 

次に、陳情６第２号、現行の健康保険証を当分の間残すことを求める

陳情について、意見はなく、討論では、立身万千子委員から、賛成の立

場で、「マイナンバーカードを保険証として利用することについて、県内

の介護施設における調査結果が報道されていたが、施設利用者の大半が

マイナンバーカードの自己管理ができないため医療機関の受診もスムー

ズにできる見通しがないなどの理由により、７割以上の施設では保険証

廃止に反対しているという結果が出ている。そもそもカード取得は任意

としているのに強引に保険証を廃止する理由はあるのかという声や、不

正利用や情報漏洩の懸念などにより７割以上の施設で保険証廃止に反対

しているという現状を鑑み、この陳情に賛成する」との討論がありまし

た。 

本陳情について、起立採決の結果、起立少数により、不採択とすべき

ものと決定いたしました。 

 

以上をもちまして、報告を終わります。 
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よろしくご審議の程お願いいたします。 
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産業建設常任委員会委員長報告 

 

今定例会において、産業建設常任委員会に付託になりました議案11件、

陳情１件について、その審査の経過と結果をご報告申し上げます。 

 

はじめに、議案第５号、横手市インキュベーション施設設置条例につ

いて、主な質疑と答弁を申し上げますと、「第７条には、特別な理由があ

ると認めた場合は使用料を減免できるとある。また、第８条には、特に

必要があると認めた場合は使用料を還付できるとある。これらは具体的

にどのような場合を想定しているのか」との質疑に対し、当局より、「使

用料の減免については、施設の活用や入居を希望する方が利用環境の確

認のために数日程度仮入居する場合や、既に施設を活用している方がミ

ーティングなどのためにコワーキングスペースを活用する場合などを想

定している。また、使用料の還付については、停電や施設の不備等の不

測の事態により利用できなくなることなどを想定している」との答弁が

ありました。 

また、「シェアオフィスについては５部屋のうち１部屋しか利用されて

いないとのことだが、周知はどのようになっているのか。また、シェア

オフィスはコワーキングスペースを利用している方が起業準備のために

使用する部屋になると思うが、利用目的について把握しているか」との

質疑に対し、当局より、「その都度市報やホームページを通じて周知して

いるほか、商工団体に対しても活用を促すような周知を図っているとこ

ろである。また、利用目的については相談を受けているインキュベーシ

ョンマネジャーが聞き取っているので、できるだけ利用してもらえるよ

うに連携していきたい」との答弁がありました。 

また、「この施設を利用した後に市内に定着してもらうことが最終目的

だと思うが、追跡調査は行っているのか。また、その後の支援はどのよ

うになっているか」との質疑に対し、当局より、「利用者については退去

後に調査を行っており、地元への定着を確認している。また、インキュ

ベーションマネジャーを配置して補助金なども含め様々な伴走型の支援

を行っているほか、商工団体ともタイアップしながらその後の状況を確
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認している」との答弁がありました。 

また、「駅前の一等地にあるＹ２ぷらざの中にＢiｚサポートよこてがあ

ることが妥当なのか疑問である。市民が利用するスペースを減らしてま

で移転させたものであるので、もっと成果を出さないといけないと思う

がどうか」との質疑に対し、当局より、「ビジネスによるにぎわいの創出

を想定し、横手駅を利用してビジネスで訪れた県外の方に活用してもら

う目的もあり移転したものである。コワーキングスペースの登録者数は

増加傾向にあり、県外の方は令和６年２月末現在で 80 人であるが、駅か

ら徒歩２分という好立地であるため、年に数回行われているセミナーや

イベントには県内外の起業を目指す方、既に起業している方が参加し、

異業種同士が意見交換をすることで様々な新しいアイデアが生まれるこ

とも期待している。また、企業誘致にも関連するが、これから横手に事

業所を構えて操業しようとする方が準備をするためのサテライトオフィ

スとして、駅前の立地というのは非常に有利であると考えており、駅前

への移転にこだわったものである」との答弁がありました。 

また、「横手市商工業振興計画におけるインキュベーション施設の位置

づけはどのようになっているのか」との質疑に対し、当局より、「商工業

振興計画において、『新たな雇用を生み出す』という基本方針の中に『雇

用を生み出す起業、創業への支援』という施策がある。その中に起業・

創業支援施設の運営というものがあり、起業・創業者に対してオフィス

を貸し出すとともに、起業の専門家であるインキュベーションマネジャ

ーからワンストップで経営指導や助言をしてもらう窓口を設置している

ので、気軽に相談して起業してほしいという形で位置づけている」との

答弁がありました。 

本案について、討論はなく、起立採決の結果、起立全員により原案の

とおり可決すべきものと決定いたしました。 

 

次に、議案第 16 号、横手市農村環境改善センター設置条例の一部を改

正する条例については、「使用料の基準」についての質疑がありました。 

本案について、討論はなく、採決の結果、原案のとおり可決すべきも

のと決定いたしました。 
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次に、議案第 17 号、横手市集落多目的共同利用施設等設置条例の一部

を改正する条例及び議案第 18 号、横手市建築基準法等関係手数料条例の

一部を改正する条例の２件については、いずれも質疑、討論はなく、採

決の結果、いずれも原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

 

次に、議案第 19 号、横手市営住宅設置条例の一部を改正する条例につ

いて、主な質疑と答弁を申し上げますと、「入居中の７棟を除く９棟の空

き家の解体について、入居中の方への説明は行ったのか。また、今後福

祉担当と連携して対応していくことはできないか」との質疑に対し、当

局より、「現在入居している方に来年度解体するという説明はまだしてお

らず、予算議決後に解体の意向を伝える予定である。なお、住み替えに

関する調査を過去に実施しているが、現在は７世帯が入居し、いずれも

高齢単身者であり、うち６世帯は住み替えたくないという意向であった。

空き家の維持管理も含めて危険なので順次解体していきたいが、入居し

ている方については福祉サイドや地域局サイドと連携を取り、意向を丁

寧に聞きながら対応していきたい」との答弁がありました。 

 討論では、齋藤光司委員より、賛成の立場で、「今回説明を受けて、強

制的に退去させることがないという確約が取れた。しかし、十文字地域

には上掵住宅もあり、合併以来お金をかけていない。方向性をきちんと

示して、そしてきちんとお金をかけて、若者も含めて本当に困っている

人たちが入れるような状況を、そして近隣の皆さんに良かったと言われ

るような環境にしてもらうことを望んで賛成する」との討論がありまし

た。 

本案について、起立採決の結果、起立全員により原案のとおり可決す

べきものと決定いたしました。 

 

次に、議案第 21 号、横手市水道事業給水条例の一部を改正する条例に

ついては、「市民生活への影響」についての質疑がありました。 

本案について、討論はなく、採決の結果、原案のとおり可決すべきも

のと決定いたしました。 

 

次に、議案第 22 号、横手市女性センター条例を廃止する条例について
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は、質疑、討論はなく、採決の結果、原案のとおり可決すべきものと決

定いたしました。 

 

次に、議案第 23 号、財産の取得について（横手駅東口第二地区第一種

市街地再開発事業保留床）について、主な質疑と答弁を申し上げますと、

「工事が遅れている中で、公益施設に係る補償についてこれまで再開発

組合の会議において市として発言したことはあるか」との質疑に対し、

当局より、「現在、理事会の中で補償の方向性を議論しており、市として

も損失があるかどうかを含めて確認を行っているところである。法的な

部分も含めて内部で調査を行った上で、方向性が出た段階で報告したい」

との答弁がありました。 

また、「再開発組合の資金繰りについて支障はないか」との質疑に対し、

当局より、「資金繰りについては再開発組合が金融機関と調整しており、

急に問題が生じるといった懸念はないと聞いている」との答弁がありま

した。 

また、「公益施設として問題がないかという確認はどのようにして行わ

れるのか。また、引き渡し後に不具合が生じた場合はどうなるのか」と

の質疑に対し、当局より、「公益施設として問題がないかという確認につ

いては、建築確認申請により様々な法令に適合しているかなどを事前に

チェックを受け、工事の完了検査を受けて確認済証をもらうという流れ

になっている。また、建物の引き渡し後の安全性については、法により

瑕疵があった場合は契約不適合責任という形で受注者が対応することに

なっているが、廃業などにより対応できなくなった場合は保証の中で対

応するような流れになっている」との答弁がありました。 

本案について、討論はなく、採決の結果、原案のとおり可決すべきも

のと決定いたしました。 

 

次に、議案第 27 号、公の施設の指定管理者の指定について（横手市横

手駅東西交流施設）について、主な質疑と答弁を申し上げますと、「事務

所の設置工事の進捗状況はどのようになっているか」との質疑に対し、

当局より、「壁となるパーティションを手配している状況であり、３月 11

日の週に３日間ほどかけて設置する予定である」との答弁がありました。 
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また、「今回の指定管理で期待するのは、サービスの向上効果と管理経

費の削減効果だと思う。横手市観光推進機構の事業計画がまだ示されて

いないが、駅の中に事務所が入るメリットも含めてどのように考えてい

るか」との質疑に対し、当局より、「事業計画は指定管理者選定委員会の

際に提出されている。その中で管理運営の目標として、事務所機能を横

手駅観光案内所に置くことにより、観光、物産、宿泊、交通の情報発信

機能がより強化され、観光客を中心とした駅利用者の利便性、満足度向

上が図られること、再開発が進む横手駅東口のにぎわい創出の核として

の役割も果たしながら、市民が集い、憩いの場や交流の場になるよう、

横手の玄関口にふさわしい施設運営を目指すこと、インバウンドに対応

した案内板の設置や、案内業務の充実を図り、外国人旅行客が安全に気

持ちよく横手のまちを周遊できるための情報発信拠点として認知される

ことが挙げられており、市も連携しながら進めていきたいと考えている。

また、安全安心な施設運営を行っていく上で、指定管理者が施設内に常

駐していることは大きなメリットだと考えている」との答弁がありまし

た。 

また、「制度導入による効果として、民間事業者が参入することで新た

なビジネスチャンスが生まれることが挙げられているが、これは具体的

にはどういうことか」との質疑に対し、当局より、「これまで駅の施設に

ついては市の主催・共催に限定する形で貸していたが、今後は展示物も

含めて民間の方に貸して利用してもらうということも考えられる。そう

した部分は指定管理をお願いしたほうが選択肢も増えて検討の余地が

様々出てくるという意味合いである」との答弁がありました。 

また、「ＪＲとの協議や連携について定期的に行われているのか」との

質疑に対し、当局より、「定期的に実施しているわけではないが、横手駅

東口まつりはＪＲと共同で事業を行っている。また、来年度は北上線が

開通 100 周年を迎えることもあり、そうした連携事業についても今年度

から協議を重ねている」との答弁がありました。 

 これに対し、委員より、「観光政策についてＪＲとの協議が具体的にど

のように行われているのかがあまり見えてこない。横手市観光推進機構

の事務所についても普段からＪＲと協議していれば、駅の空きスペース

を利用できたかもしれない。今後はもっと定期的に協議を行ってほしい」
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との意見がありました。 

本案について、討論はなく、採決の結果、原案のとおり可決すべきも

のと決定いたしました。 

 

次に、議案第 34 号、市道路線の廃止について（７路線）及び議案第 35

号、市道路線の認定について（８路線）の２件については、一括議題に

して審査いたしました。議案２件について、「標識の設置要望」や「廃止

と認定に伴う除雪費や補修費の増減」についての質疑がありました。 

 議案２件について、いずれも討論はなく、採決の結果、いずれも原案

のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

 

次に、陳情６第１号、「あきたこまち」の「あきたこまちＲ」への全

面切り替え計画に関する陳情書について、審査における主な意見を申し

上げますと、「全面切り替えについて、従来のあきたこまちを植えたいと

いう農家の声はたくさんあるので、その点を考慮する必要がある」との

意見がありました。 

本陳情について、討論はなく、起立採決の結果、起立全員により採択

すべきものと決定いたしました。 

以上をもちまして、報告を終わります。 

よろしくご審議の程お願いいたします。 
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総務文教常任委員会委員長報告 

 

総務文教常任委員会に付託になりました議案９件、陳情２件について、

その審査の経過と結果をご報告申し上げます。 

 

はじめに、議案第６号、横手市生涯学習館設置条例について、主な質

疑と答弁を申し上げますと、「全国的に図書館を含んだ生涯学習系の施設

ができているが、中にはその館自体を一つの組織にして、弾力的にスピ

ード感のある運営をしている事例がある。Ａｏ－ｎａの運営体制につい

て、生涯学習課と図書館課の職員が連携して業務を行うとのことだが、

将来的に施設全体を一つの部署として運営していく考えはあるか」との

質疑に対し、当局より、「選択肢としては、あり得ると考える。今後の横

手市を担う施設の一つであるため、他自治体の取り組み事例も参考にし

ながら、将来的にも効果的、効率的に運営できる形態を模索していきた

い」との答弁がありました。 

本案について、討論はなく、起立採決の結果、起立全員により原案の

とおり可決すべきものと決定いたしました。 

次に、議案第７号、地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関

係条例の整備に関する条例及び議案第８号、横手市行政組織条例等の一

部を改正する条例の２件については、いずれも質疑、討論はなく、採決

の結果、いずれも原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。 

 

次に、議案第９号、横手市交流センター設置条例の一部を改正する条

例については、「利用者へのＹ２ぷらざの分かりやすい表記」についての

質疑がありました。 

本案について、討論はなく、採決の結果、原案のとおり可決すべきも

のと決定いたしました。 

 

次に、議案第 10 号、横手市横手総合交流促進施設設置条例の一部を改

正する条例については、質疑、討論はなく、採決の結果、原案のとおり

可決すべきものと決定いたしました。 
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次に、議案第 11 号、横手市議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関

する条例等の一部を改正する条例について、主な質疑と答弁を申し上げ

ますと、「議案名に議員報酬と明示されているが、その他に市長、副市長

及び教育長の給料改定が含まれている。これらの条例は全て別個のもの

であり、一括してではなく３本それぞれの議案を提案すべきではなかっ

たのか。また、ホームページを見ても四役の給料改定については分から

ず、果たしてこれでいいのか。市民に分かりやすい明確な表現で提案す

べきでなかったか」との質疑に対し、当局より、「今回の条例改正につい

ては、横手市特別職等報酬審議会からの答申が、議員と四役それぞれの

報酬・給料の額を引き上げることが妥当、引き上げ率についても 1.15 倍

以内が適当と、内容が同様であることを勘案し、１本の条例で提案した

ものであり、手続き上は問題ないと認識している。しかしながら、市民

に分かりやすい形での提案の仕方については、今後しっかりと検討させ

ていただきたい」との答弁がありました。 

これに対し、委員より、「市民にとって非常に分かりづらく、今回の場

合は１本にするのは無理がある。もう少し慎重に議論した上で提案して

ほしい」との意見がありました。 

また、「議員報酬については、議会改革推進会議で長年議論を重ね、過

去２年間の議員個人の活動量を調べた上で 1.15 倍から 1.26 倍にするこ

とが適当という結論を出したところだが、四役の引き上げ率は、何を根

拠に 1.15 倍としたのか」との質疑に対し、当局より、「審議会において、

市長の任期期間中の実績等を説明した。民間企業であれば収益見合いに

より報酬が決定されるものだと思うが、四役の給料の額についてはいく

らが適正かを定めることは非常に難しいという議論があった。その中で、

議員と四役の引き上げ率は同率にすべきという委員からの意見もあり、

それも勘案し 1.15 倍としたものと考える」との答弁がありました。 

また、「現行額ではなく、市町村合併協定額を基準とした理由は何か」

との質疑に対し、当局より、「新市における議員報酬と四役の給料につい

ては、合併協議会においてその額が決定されており、議員報酬について

は協定額がそのまま適用されている。しかし、四役の給料については、

前市長が選挙公約で額を引き下げたという事実があり、本来であれば協



 12

定額を基準にすべきという議論のもとでそこを基準とした」との答弁が

ありました。 

このほか、「審議会への給料額の提案方法」についての質疑がありまし

た。 

本案について、討論はなく、起立採決の結果、起立多数により原案の

とおり可決すべきものと決定いたしました。 

 

次に、議案第 20 号、横手市消防事務手数料条例の一部を改正する条例

については、質疑、討論はなく、採決の結果、原案のとおり可決すべき

ものと決定いたしました。 

 

次に、議案第 25 号、財産の無償貸付け及び減額貸付けについて（旧睦

合小学校）については、「貸付けする建物の耐震化状況」についての質疑

がありました。 

本案について、討論はなく、採決の結果、原案のとおり可決すべきも

のと決定いたしました。 

 

次に、議案第 26 号、公の施設の指定管理者の指定について（雄物川中

央公園、横手市雄物川民家苑木戸五郎兵衛村）について、主な質疑と答

弁を申し上げますと、「指定管理料が 1,000 万円ほどあり、来場者を増や

し、収入を得る努力をしていくことが指定団体に求められるものだと思

う。維持管理だけであれば直営でいいのではないか。団体にはどのよう

な活動を求めているのか」との質疑に対し、当局より、「指定管理者制度

導入の方向性は、施設管理型として進めているが、団体から提出された

申請書の実施計画には、将来的な利用推進を図る取組みをしていきたい

という記載がある。具体的には、古民家滞在を組み込んだ日帰り、宿泊

プランを設定し集客を図り、事業収入につなげること。歴史的価値を生

かして冠婚葬祭やフォトスタジオなどの利用拡大を図ること。ケータリ

ングサービスを活用し、食事などの利用を促進していくことというもの

である。この団体の強みは、飲食を提供できることであり、団体の努力

次第では来場者増につながるのではないかと期待している」との答弁が

ありました。 
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また、「施設管理型であれば直営のほうが安くなると考える。団体に対

しては施設経営型で頑張っていただきたいという話をしながら進めて行

ってほしいがどうか」との質疑に対し、当局より、「しっかりと収入を得

るというような展開を団体と話し合っていきたい。特に冬場に関しては、

現在、温泉施設に隣接した直売所のメンバーと連携し、民家苑で餅つき

や郷土料理を食する体験型の観光ツアーを受け入れしている団体にもな

っている。地域の方々も巻き込んでサービス提供できるようなことも提

案しながら、お互いに連携し進めて行きたい」との答弁がありました。 

また、「施設管理型として提案されたのに、この場では施設経営型を目

指すような説明もあり、何をしようとしたいのか分からない。施設経営

型として収益を得るのであれば、郷土資料館も合わせて指定管理する考

えもあったのではないか。方向性が全く定まっていないのではないか」

との質疑に対し、当局より、「今回の指定管理については施設管理型で進

めて行く。まずはスタートアップの年であるため、しっかりと施設を管

理してもらい、軌道に乗った場合は施設経営型の方向も目指していくと

いう思いもあり、この先のことを説明したものである」との答弁があり

ました。 

これに対し、委員より「思いがあるなら、最初から施設経営型にすれ

ばいいはずだ。きちんとした方向性を定め、指定管理料も含めて改めて

考え直すべきだ」との意見がありました。 

本案について、討論はなく、起立採決の結果、起立少数により、否決

すべきものと決定いたしました。 

 

次に、陳情６第４号、公契約条例の制定による適正賃金・労働条件の

確保と地域経済の振興を求める陳情について、審査の経過を申し上げま

すと、当局に対する質疑では、「公契約条例が制定されると、労働者の賃

金はどのように査定されるのか」との質疑に対し、当局より、「現在、全

ての工事において、労務単価を参考に設計を組んでいる。設計にあたっ

ては、金額や工種ごとに最低制限価格の設定や低入札価格調査制度を導

入し、極端に低い工事金額にならないよう防止している。そうした中で、

条例が制定されると実際に設定した人件費よりも高い金額を支払う義務

が課されることから、事業者は公共サービスのみではなく民間の請負も
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あり、官民の賃金格差が生じるものと考える。また、労働者にいくら支

払ったかまで把握しなければならないという条例の建付けになっており、

加えて民間との報酬の差額も検証していかなければならないものと考え

る」との答弁がありました。 

討論では、加藤勝義委員より、反対の立場で、「労務単価については、

各地域、職種の労務費調査をしているはずであり、元請けのみならず下

請けまで調査が進み標準的に計上されている。そのため、労務費につい

ては各段に低いということにはならないと考える。また、建設業の働き

方改革が進んでいる。４月から週休２日制工事が始まり、それに伴い、

工期の延長など働き方改革で変わっていくため、低価格入札は進んでい

ないと考える。当陳情は公契約条例を制定する決議を求めているが、当

局の説明のとおり、条例を制定すると様々な影響が生じ、民間工事、公

共工事も含めた調査など、想像以上の事務労力がかかってくる。現在は

標準労務単価を使って入札が進んでおり、95 パーセント以上の落札率で

あるため、労務費にはほとんど影響がないものと考える。よって、公契

約条例の制定は必要ないものと考え反対する」との討論がありました。 

本陳情について、起立採決の結果、起立少数により、不採択とすべき

ものと決定いたしました。 

 

次に、陳情６第５号、学校給食費の保護者負担を無償とすること等に

ついての陳情については、意見、討論はなく、起立採決の結果、起立多

数により、採択すべきものと決定いたしました。 

 

以上をもちまして、報告を終わります。 

よろしくご審議の程お願いいたします。 

 


